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観光地づくり加速化補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 観光地づくり加速化補助金（以下「補助金」という。）については、道内各地の特性

や実情に応じた魅力的な観光地づくりの推進を図ることを目的とし、地域が行う設備導入

等の事業に対し、北海道補助金等交付規則（昭和47年北海道規則第34号。）に定めるもの

のほか、この要綱の定めるところにより、予算の範囲内で交付する。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるとこ    

ろによる。 

２ 「観光協会等」とは、道内で活動する観光協会及び観光地域づくり法人（DMO）のことを

いう。 

３ 「宿泊事業者」とは、道内にある宿泊施設を運営する者のうち、次のいずれかに該当する  

者をいう。 

（1） 旅館業法（昭和23年法律第138号）第３条第１項の規定により旅館業（下宿営業を  

   除く。）の許可を受けた者のうち、同法第２条第２項の規定による「旅館・ホテル営 

業」を営む者。 

（2） 旅館業法（昭和23年法律第138号）第３条第１項の規定により旅館業（下宿営業を 

     除く。）の許可を受けた者のうち、同法第２条第３項の規定による「簡易宿所営業」を 

営む者。 

４ 「観光関連事業者」とは、旅行会社、飲食業、運輸業、その他観光客に対して提供するサ 

ービス・商品等を有する事業を営む事業者（個人事業主を含む。）をいう。 

５ 「観光地づくり整備計画」とは、観光協会等が市町村と共同で作成するもの（ただし、市  

町村の区域内に観光協会等が存在しない場合においては、当該市町村が作成するもの）であ  

り、地域の現状、課題、目指す方向性を示すものであるとともに、道内各地の特性や実情に 

応じた魅力的な観光地づくりの推進に資する受入環境を整備するために実施する内容が具

体的に計画されているもの。 

 

（事務取扱者） 

第３条 道が本事業を委託する観光地づくり加速化補助金事務局（以下「事務局」という。） 

が、道と連携して次に掲げる補助金交付に係る事務等を取り扱う。 

（１）補助金等交付申請書や補助事業等実績報告書等の受付等の対応 

（２）補助金の交付手続に係る各種書類の記載方法等の問い合わせ対応 

 

（補助金の交付の対象） 
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第４条 補助金の対象事業（以下「補助対象事業」という。）は、別表１のとおりとする。 

 

（補助対象者） 

第５条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、宿泊事業者、観光

協会等又は観光関連事業者であって、次の各号を全て満たしている者とする。 

(1) 道税（道が賦課徴収するものに限る。以下同じ。）を滞納している者ではないこと。 

(2)  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）等

に基づく再生又は更正手続きを行っている者ではないこと。 

(3) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下同じ。））又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質

的に経営を支配する事業者その他同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係

を有する事業者をいう。）に該当しない者であること。 

(4) 当該審査に必要な事項についての確認を行う際に協力すること。 

(5) 補助金の不正受給が発覚した場合、支給を受けた補助金の返還等について、同意してい

ること。 

(6)  補助対象事業を実施するに当たり、必要な法令等の基準を満たしていること。 

(7)  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第５  

項に規定する「性風俗関連特殊営業」を営む者ではないこと。ただし、本交付要綱の第２  

条第３項に該当する者は、この限りではない。 

(8) 観光協会等又は観光関連事業者の場合にあっては、観光地づくり整備計画（別記第５号

様式）の提出があること。 

 

（補助対象経費） 

第６条 補助対象経費は、別表１に掲げる補助対象事業を行うに当たり、設備等の導入に要し

た経費(需用費、備品購入費及び工事請負費）とする。 

２ 前項に定める補助対象経費は、次に掲げる経費を除外する。 

(1) 人件費をはじめとする申請者の経常的な運営経費、公課公租費、中古品の購入に係る費  

 用。 

(2) 使途、単価、規模等の確認が不可能なもの。 

(3) 契約書、発注書、納品書、領収書、振込明細書等の帳票類が不備なもの。 

(4) 道が交付する他の補助金等の交付対象となった経費。 

(5) その他知事が不適当と認めるもの。 

 

（補助金額の算出方法） 

第７条 補助金交付額は、補助対象経費の実支出額（消費税等相当額は除く。）の合計に別表

２で定める補助率を乗じた額と同表に定める補助限度額を比較して、低い方の額とする。
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ただし、算出された額に千円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てる。 

 

（補助金の交付の申請） 

第８条 補助対象者は、補助金等交付申請書（別記第１号様式）に、次に掲げる書類を添付し  

て知事に提出しなければならない。 

(1) 資金収支計画書（別記第２号様式） 

(2) 事業計画書（別記第３号様式）  

(3) 誓約書（別記第４号様式） 

(4) 旅館業法営業許可証の写し（宿泊事業者の場合） 

(5) 道税を滞納している者でないことを確認できる書類 

(6) 導入しようとするシステムや製品等の見積書の写し 

(7) 観光地づくり整備計画（別記第５号様式、観光協会等又は観光関連事業者が申請する場 

合に限る。） 

(8) （7）の事業を実施するに当たり、必要な法令等の基準を満たしていることを証明する 

書類 

(9) その他知事が必要と認めるもの 

２ 補助金等交付申請書の提出は、次により行うものとする。 

（1） 提出期限 知事が別に定める 

（2） 提出先  事務局 

３ 前項による事務局への提出は、知事に提出したものとみなす。 

４ 第２項により補助金等交付申請書の提出を受けた事務局は速やかにとりまとめ、知事に送  

付する。 

５ 前２項の取扱いは、第12条から第15条まで、第17条、第18条及び第26条において準用する。

ただし、令和８年度中の提出に限る。 

６ 補助対象事業の着手は、補助金の交付決定の通知を受けて行うものとする。 

 

（補助金の交付の決定等） 

第９条 知事は、補助金の交付の申請があったときはその内容を審査し、適当と認めたときは  

速やかに交付の決定を行い、別記第15号様式により、申請者に交付の決定の内容及び交付  

の条件を通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第10条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交付決定の内容

又はこれに付された条件に対して不服があるときは、交付決定の通知を受けた日から10日

以内に補助金等交付申請取下書（別記第６号様式）を知事に提出し、申請の取下げをする

ことができる。 
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２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はな

かったものとみなすものとする。 

 

（補助事業の遂行） 

第11条 補助事業者は、法令の定め並びに補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件

その他法令に基づく知事の処分に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業を行わな

ければならず、補助金の他の用途への使用をしてはならない。 

２ 補助事業者は、補助事業により導入した設備・備品等に、別表３のとおり北海道宿泊

税を活用している旨表示を行わなければならない。 

 

（補助事業の変更） 

第12条 補助事業者は、補助事業の内容を変更しようとするときは、補助事業等変更承認申請   

書（別記第７号様式）に第８条第１項に掲げる書類を添付の上、あらかじめ知事の承認を  

受けなければならない。ただし、補助対象経費の総額20パーセント以内の減少の場合は、

この限りではない。 

 

（事業の中止又は廃止） 

第13条 補助事業者は、補助事業を中止し又は廃止しようとするときは、あらかじめ、知事に  

補助事業等中止（廃止）承認申請書（別記第８号様式）を提出し、その承認を受けなけれ  

ばならない。 

 

（補助事業の執行の遅延又は不能） 

第14条 補助事業者は、補助事業が期限までに完了しないとき又はその遂行が困難となったと 

きは、速やかに知事に補助事業等執行遅延（不能）報告書（別記第９号様式）を提出し、

その指示を受けなければならない。 

 

（補助事業の状況報告等） 

第15条 補助事業者は、当該事業の遂行の状況等に関し、知事から報告を求められたときは指 

示された日までに報告を行い、又は道の職員による調査を受けたときは調査に協力しなけ 

ればならない。 

 

（補助事業の遂行等の命令） 

第16条 補助事業者は、この補助金の交付の決定内容又はこれに付した条件に従って補助事業   

を遂行すべきことを知事から命ぜられたときは、その命令に従わなければならない。 

 

（工事完成届） 

第17条 補助事業者は、補助事業に係る建設工事が完成したときは、速やかに工事完成届（別
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記第14号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告等） 

第18条 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、

補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から起算して30日以内又は令和９年

２月26日のいずれか早い日までに、補助事業等実績報告書（別記第10号様式）に次に掲げ

る書類を添付して知事に提出しなければならない。 

(1) 事業実績書（別記第11号様式） 

(2) 補助金等精算書（別記第12号様式） 

(3) 事業精算書（別記第13号様式） 

(4) 支出した経費の事実を証明する領収書等 

(5) その他知事が別に指示する書類 

  

（補助金の額の確定等） 

第19条 知事は、補助事業等実績報告書の提出を受けたときは、当該報告に係る補助事業の実 

施結果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを審査し、適合す  

ると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者等に通知するものとする。 

２ 前項に定める審査においては、必要に応じ道の職員又は事務局が現地調査等を行う。この

場合、補助事業者等は当該調査に協力しなければならない。 

３ 審査の結果、補助対象経費が増額となった場合でも、第９条において交付決定した補助金

額を変更しない。 

 

（補助金の交付） 

第20条 補助金は、前条の規定により補助金の額を確定したのち、交付するものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第21条 知事は、補助事業者が次の各号にいずれかに該当する場合には、補助金の交付の決定  

の全部又は一部を取り消し、当該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金がある   

ときは、その返還を命ずるものとする。 

(1) 補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補助金を使用しないと

き。 

(2) 虚偽の申請又は虚偽の実績報告によりこの補助金を過大に請求し、又は受領したとき。 

(3) 補助事業に関して不正に他の補助金を重複して受領したとき。 

(4) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を、あらかじめ知事の承認を受けない

で、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又

は担保に供したとき。 
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(5) 別記第４号様式の誓約事項に反した場合 

 (6) 前各号に掲げる場合のほか、補助事業に関して、この補助金の交付の決定の内容若しく

はこれに付した条件その他法令若しくはこれに基づく知事の処分に違反したとき、又は

不正な行為をしたとき。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用  

があるものとする。 

 

（違約加算金及び違約延滞金） 

第22条 補助事業者は、第21条第１項の規定による処分に関し、補助金の返還を命ぜられたと  

きは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額  

（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につ   

き年10.95パーセントの割合で計算した違約加算金を道に納付しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納

期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけ

るその後の期間については、その納付金額を控除した額）につき年10.95パーセントの割合

で計算した違約延滞金を道に納付しなければならない。 

３ 第１項の規定により違約加算金を納付しなければならない場合において、補助事業者の納  

付した金額が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還 

を命ぜられた補助金の額に充てられたものとする。 

 

（交付対象事業の検査等） 

第23条 知事は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、補助金交付 

事業者に対して報告をさせ、又は当該職員にその事務所、事業所等に立ち入り、帳簿書類  

その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

 

（補助事業に関する帳簿及び書類） 

第24条 補助事業者は、補助事業に関する帳簿及び書類を備え、当該補助事業に要した経費と 

それ以外の経費とを区別することができるよう整理し、かつ、これを補助事業の完了の日  

の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。ただし、処分を制限された取  

得財産がある場合で当該制限された期間が帳簿及び書類を保存すべき期間を超えるとき 

は、当該財産の処分を制限された期間保存しなければならない。 

２ 前項により備えるべき帳簿及び書類は、次のとおりとする。 

(1)  帳簿、伝票、通帳、領収証書、その他収支状況を確認できる書類等  

(2)  見積書、契約書、納品書、請求書等 

(3)  台帳、図面、その他財産の取得状況が確認できる書類等 

(4)  日誌、写真、その他補助事業の履行状況が確認できる書類等 
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(5)  交付申請から実績報告に至るまでの申請書類、交付決定に関する書類等 

 

（財産の管理等） 

第25条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事  

 業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図 

 らなければならない。 

 

（財産の処分の制限） 

第26条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（不動産及びその従

物並びに１件の取得価格又は効用の増加価格が10万円以上の機械及び器具等）については、

あらかじめ知事の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、取り壊し、又は担保に供してはならない。ただし、補助事業者が補助金の全部に

相当する金額を道に納付した場合又は減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大

蔵省令第15号）で定める耐用年数（当該耐用年数が10年を超える場合は10年）を経過した場

合は、この限りでない。 

２ 知事は、前項の規定により、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産の処分をす

ることにより収入があるときは、その収入の全部又は一部を道に納付させることができる。 

 

（電子メールによる申請等） 

第27条 補助事業者は、補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関し道に行う通知  

については、当該申請等に係る書類の電磁的記録を別に指定する電子メールアドレスに電子  

メールを送信する方法により行うことができる。 

 

（その他） 

第28条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項については別に定め

る。 

 

附 則 

この要綱は、令和８年（2026年）６月３０日から施行する。 
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別表１（第４条、第６条関係 補助対象事業及び補助対象経費） 

補助対象事業の区分 左欄の事業を行うに当たり導入する設備等(具体例） 

１ 省力化設備の導入等 

 補助対象者が人手不足

等の中にあっても旅行者

へのサービス水準を維

持・向上させるための設

備等の導入（設備等の導

入により、業務量の削減

等負担軽減が見込まれ

る、またはサービス水準

の向上が見込まれるこ

と） 

【省力化設備】 

・自動チェックイン機 

・予約管理システム 

・配膳ロボット 

・キャッシュレス決済システム 

・調理機器 

・掃除ロボット 

・モバイルオーダーシステム構築・導入 

・エネルギーマネジメントシステム 

・除雪機                    など 

 

２ 安心・安全に資する

設備・システム導入 

【ユニバーサル対応】 

・共同トイレ・浴室のバリアフリー化 

・多目的トイレの設置 

・おむつ交換・授乳室の整備 

・スロープ、手すりの設置 

・貸し出し用車いす、ベビーカーの配置 

・ムスリムフレンドリー受入対応（キブラマーク・礼拝マッ

ト等の配置）            

・ベッドガード 

・ベビーベッド 

・子ども用トイレの設置（便座） 

・キッズスペースの設置 

・照明（調光機能のあるものに限る）       など                

 

【防災・減災】 

・安全柵の設置 

・ポータブル電源装置購入 

・非常用電源装置の設置 

・消防設備の整備（法定定期点検などは除く） 

・防災セット、備蓄品の購入 

・熊避けスプレー                など 
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【感染防止対策のための機器・備品の購入】 

・防護スクリーン 

・殺菌エアータオル 

・パーテション 

・サーモグラフィーカメラ 

・空気清浄機、除菌機能付きエアコン       など 

 

３ 観光コンテンツの充

実化（旅行者が使うもの

に限る） 

 

【設備備品・システム導入】 

・電動自転車購入 

・カヌー・ラフティング購入 

・その他レンタル用品購入（スキー、スノーボード等） 

・ロッジ等の改修 

・グランピング用大型テント購入 

・脱衣所等整備                 など 

 

４ その他受入環境整備 【オーバーツーリズム対策】 

・監視カメラ 

・交通整理用ロボット、ドローン 

・デジタルサイネージ設置            など                      

 

【インバウンド対応】 

・多言語翻訳システム機器導入 

・多言語看板の整備 

・多言語案内用タブレット端末の整備      など 

 

【ワーク環境整備（ワーケーション、ネットワーク環境の整

備）】 

・ワークスペース、コワーキングオフィス家具等の購入 

・Wi-Fiルーター購入 

・ネットワークハブ 

・デスクライト 

・プリンター、コピー機              など 

 

【その他旅行者へのサービスの向上（満足度向上）に資する

環境整備】 

※機能向上しない買替は対象外 
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・テレビ、エアコン 

・客室用冷蔵庫、業務用冷凍庫 

・トイレの洋式化 

・遮音・吸音設備 

・コンセントの設置 

・ストーブ 

・洗濯機、乾燥機 

・レンジ、オーブン、ケトル、IHコンロ 

・キッチンの設置 

・ヘアドライヤー、アイロン、加湿器         

・デジタルサイネージ設置            など 

 

 ※ いずれの区分においても、旅行者にとって受益をもたらすものに限る。 

 

別表２（第５条、第７条関係 補助対象者及び補助率） 

補助対象者 補助対象経費 補助率 補助限度額 

宿泊事業者 

 

別表１に掲げる補助

対象事業を行うに当

たり、設備等の導入

に要した経費 

１／２以内 １施設当たり 

200万円 

 

観光協会等、観光関

連事業者 

※観光地づくり整備

計画における参画事

業者に限る。 

 

１整備計画当たり 

200万円 

 

別表３（第11条関係 北海道宿泊税を活用している表示方法） 

表示方法 （１） 補助事業により導入した設備・備品等にステッカーを 

貼付等する方法により表示するが、貼付できない場合

は、別の方法により表示することも可とする。 

（２） （１）の表示は、北海道宿泊税を活用している旨の表 

   示であること。 

（３） （１）の表示は、視認可能、かつ、表示効果が認めら 

   れる大きさであること。 

 


